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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】望ましいタービンの出口流れのプロファイルを
生成すること。
【解決手段】タービンエーロフォイルは、負圧側５０と
圧力側４８と、負圧側に配置された第１の隆起部５２ま
たは圧力側に配置された第２の隆起部５４またはそれら
の両方とを含む。負圧側はタービンエーロフォイルの前
縁４４とタービンエーロフォイルの後縁４６との間を軸
方向にかつタービンエーロフォイルの長手方向軸を横切
って延在する。圧力側は負圧側の反対側に配置され、タ
ービンエーロフォイルの前縁とタービンエーロフォイル
の後縁との間を軸方向に延在する。第１の隆起部はター
ビンエーロフォイルの負圧側に配置され、負圧側の他の
部分に対して半径方向および軸方向ともに横切る第１の
方向に隆起する。第２の隆起部はタービンエーロフォイ
ルの圧力側に配置され、圧力側の他の部分に対して半径
方向および軸方向ともに横切り、第１の方向と反対の第
２の方向に隆起する。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
タービン（１６）に配置されるように構成されたタービンエーロフォイル（３６）であっ
て、
　前記タービンエーロフォイル（３６）の前縁（４４）と前記タービンエーロフォイル（
３６）の後縁（４６）との間を軸方向（２８）に、かつ前記タービンエーロフォイル（３
６）の長手方向軸を横切って延在し、さらに前記長手方向軸に沿って半径方向（３２）に
前記タービンエーロフォイル（３６）の高さを延在する負圧側（５０）と、
　前記負圧側（５０）の反対側に配置され、前記タービンエーロフォイル（３６）の前記
前縁（４４）と前記タービンエーロフォイル（３６）の前記後縁（４６）との間を前記軸
方向（２８）に延在し、かつ前記半径方向（３２）に前記エーロフォイル（３６）の前記
高さを延在する圧力側（４８）と、
　前記タービンエーロフォイル（３６）の前記負圧側（５０）に配置され、前記負圧側（
５０）の他の部分に対して前記半径方向（３２）および前記軸方向（２８）ともに横切る
第１の方向に隆起した第１の隆起部（５２）、または前記タービンエーロフォイル（３６
）の前記圧力側（４８）に配置され、前記圧力側（４８）の他の部分に対して前記半径方
向（３２）および前記軸方向（２８）ともに横切る方向で、前記第１の方向と反対の第２
の方向に隆起した第２の隆起部（５４）、またはそれらの両方と
を備えるタービンエーロフォイル（３６）。
【請求項２】
前記第１および第２の隆起部（５２、５４）が、前記エーロフォイル（３６）の前記高さ
の第１のパーセントの開始高さで隆起し始め、前記エーロフォイル（３６）の前記高さの
第２のパーセントでそれぞれ第１および第２の最高隆起部に達し、前記エーロフォイル（
３６）の前記高さの第３のパーセントの終了高さで隆起し終わる、請求項１記載のタービ
ンエーロフォイル（３６）。
【請求項３】
前記第１および第２の隆起部（５２、５４）の前記第１および第２の最高隆起部がともに
、前記エーロフォイル（３６）の前記高さの約５０％と約７０％との間で生じる、請求項
２記載のタービンエーロフォイル（３６）。
【請求項４】
前記第１および第２の隆起部（５２、５４）の前記第１および第２の最高隆起部がともに
、前記エーロフォイルの前記高さの約５５％と約６５％との間で生じる、請求項２記載の
タービンエーロフォイル（３６）。
【請求項５】
前記第１の隆起部（５２）が、前記前縁（４４）と前記後縁（４６）との間の前記負圧側
（５０）の長さの少なくとも半分より長く延在する、請求項１記載のタービンエーロフォ
イル（３６）。
【請求項６】
前記第１の隆起部（５２）が前記負圧側（５０）の全長に沿って延在する、請求項５記載
のタービンエーロフォイル（３６）。
【請求項７】
前記第２の隆起部（５４）が、前記前縁（４４）と前記後縁（４６）との間の前記圧力側
（４８）の長さの少なくとも半分より長く延在する、請求項１記載のタービンエーロフォ
イル（３６）。
【請求項８】
軸方向翼弦長（５６）が、前記エーロフォイル（３６）の前記軸方向（２８）の寸法であ
り、前記エーロフォイル（３６）の前記高さにわたって近位端から遠位端に前記半径方向
（３２）に移動する軸方向翼弦長（５６）の分布が、前記近位端における前記軸方向翼弦
長（５６）で割った前記高さのパーセントにおける前記軸方向翼弦長（５６）として定め
られ、前記軸方向翼弦長（５６）の分布が、実質的に平坦な部分によって隔てられた、０
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％高さから約５５％高さにわたる第１の非直線状に漸減する部分と、約６５％高さから１
００％高さにわたる第２の非直線状に漸減する部分と、によって特徴付けられる、請求項
１記載のタービンエーロフォイル（３６）。
【請求項９】
システムであって、
　タービンを備え、前記タービンが、
　第１の環状壁（４０）と、
　第２の環状壁（４２）と、
　タービン（１６）の回転軸（２６）の周りに前記第１の環状壁（４０）と前記第２の環
状壁（４２）との間を環状に配置された複数のエーロフォイル（３６）を備える最終段（
２０）と
を備え、前記複数のエーロフォイル（３６）の各エーロフォイル（３６）が、
　　前記第１の環状壁（４０）と前記第２の環状壁（４２）との間を延在する高さと、
　　前縁（４４）と、
　　前記前縁（４４）の下流に配置された後縁（４６）と、
　　前記前縁（４４）と前記後縁（４６）との間を軸方向（２８）に延在し、前記エーロ
フォイル（３６）の前記高さを半径方向（３２）に延在する負圧側（５０）と、
　　前記負圧側（５０）の反対側に配置され、前記エーロフォイル（３６）の前記前縁（
４４）と前記エーロフォイル（３６）の前記後縁（４６）との間を前記軸方向（２８）に
延在し、前記エーロフォイル（３６）の前記高さを前記半径方向（３２）に延在する圧力
側（４８）と、
　　前記回転軸（２６）から延在するラジアル平面（３０）を横切る第１の方向に隆起し
た、前記エーロフォイル（３６）の前記負圧側（５０）に配置された第１の隆起部（５２
）、または前記回転軸（２６）から延在するラジアル平面（３０）を横切り、前記第１の
方向と反対の第２の方向に隆起した、前記エーロフォイル（３６）の前記圧力側（４８）
に配置された第２の隆起部（５４）、またはそれら両方と
を備える、システム。
【請求項１０】
前記第１および第２の隆起部（５２、５４）が、前記エーロフォイル（３６）の前記高さ
の第１のパーセントの開始高さで隆起し始め、前記エーロフォイル（３６）の前記高さの
第２のパーセントでそれぞれ第１および第２の最高隆起部に達し、前記エーロフォイル（
３６）の前記高さの第３のパーセントの終了高さで隆起し終わる、請求項９記載のシステ
ム。
【請求項１１】
前記第１の隆起部（５２）が、前記エーロフォイル（３６）の前記高さの約５０％と約７
０％との間で最高隆起部に達する、請求項１０記載のシステム。
【請求項１２】
前記第１の隆起部（５２）が、前記エーロフォイル（３６）の前記高さの約５５％と約６
５％との間で最高隆起部に達する、請求項１０記載のシステム。
【請求項１３】
前記第２の隆起部（５４）が、前記エーロフォイル（３６）の前記高さの約５０％と約７
０％との間で最高隆起部に達する、請求項１０記載のシステム。
【請求項１４】
前記第２の隆起部（５４）が、前記エーロフォイル（３６）の前記高さの約５５％と約６
５％との間で最高隆起部に達する、請求項１０記載のシステム。
【請求項１５】
前記第１の隆起部（５２）が、前記前縁（４４）と前記後縁（４６）との間の前記負圧側
（５０）の長さの少なくとも半分より長く延在する、請求項９記載のシステム。
【請求項１６】
軸方向翼弦長（５６）が、前記複数のエーロフォイル（３６）の各エーロフォイル（３６
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）の前記軸方向（２８）の寸法であり、前記エーロフォイル（３６）の前記高さにわたっ
て前記第１の環状壁（４０）から前記第２の環状壁（４２）に前記半径方向（３２）に移
動する軸方向翼弦長（５６）の分布が、前記第１の環状壁（４０）における前記軸方向翼
弦長（５６）で割った前記高さのパーセントにおける前記軸方向翼弦長（５６）として定
められ、前記軸方向翼弦長（５６）の分布が、実質的に平坦な部分によって隔てられた、
０％高さから約５５％高さにわたる第１の非直線状に漸減する部分と、約６５％高さから
１００％高さにわたる第２の非直線状に漸減する部分と、によって特徴付けられる、請求
項９記載のシステム。
【請求項１７】
スロート（Ｄ0）が、前記複数のエーロフォイル（３６）の隣接する２つのエーロフォイ
ル（３６）間の通路（３８）であり、前記エーロフォイル（３６）の前記高さにわたって
前記第１の環状壁（４０）から前記第２の環状壁（４２）を前記半径方向（３２）に移動
するスロートの分布が、５０％スパンにおける前記スロート（Ｄ0）で割った前記第１の
環状壁（４０）と前記第２の環状壁（４２）との間のスパンのパーセントにおける前記ス
ロート（Ｄ0）として定められ、前記スロートの分布が、０％スパンから約５５％スパン
まで着実に増加し、約５５％スパンと約６５％スパンとの間では実質的に平坦であり、次
いで、約６５％スパンから１００％スパンまで着実に増加する、請求項９記載のシステム
。
【請求項１８】
ターボ機械（１０）であって、
　圧縮機（１２）と、
　燃焼器（１４）と、
　回転軸（２６）の周りに配置された複数のエーロフォイル（３６）を備えるタービン（
１６）と
を備え、前記複数のエーロフォイル（３６）の各エーロフォイル（３６）が、
　　前記エーロフォイル（３６）の前縁（４４）と前記エーロフォイル（３６）の後縁（
４６）との間を軸方向（２８）に、かつ前記エーロフォイル（３６）の長手方向軸を横切
って延在し、さらに前記長手方向軸に沿って半径方向（３２）に前記エーロフォイル（３
６）の高さを延在する負圧側（５０）と、
　　前記負圧側（５０）の反対側に配置され、前記エーロフォイル（３６）の前記前縁（
４４）と前記エーロフォイル（３６）の前記後縁（４６）との間を前記軸方向（２８）に
延在し、かつ前記半径方向（３２）に前記エーロフォイル（３６）の前記高さを延在する
圧力側（４８）と、
　　前記エーロフォイル（３６）の前記負圧側（５０）に配置され、前記負圧側（５０）
の他の部分に対して前記半径方向（３２）および前記軸方向（２８）ともに横切る第１の
方向に隆起した第１の隆起部（５２）、または前記エーロフォイル（３６）の前記圧力側
（４８）に配置され、前記圧力側（４８）の他の部分に対して前記半径方向（３２）およ
び前記軸方向（２８）ともに横切る方向で、前記第１の方向と反対の第２の方向に隆起し
た第２の隆起部（５４）、またはそれら両方とを備える、ターボ機械（１０）。
【請求項１９】
前記第１および第２の隆起部（５２、５４）の前記第１および第２の最高隆起部がともに
、前記エーロフォイル（３６）の前記高さの約５０％と約７０％との間で生じる、請求項
１８記載のターボ機械（１０）。
【請求項２０】
前記第１および第２の隆起部（５２、５４）の前記第１および第２の最高隆起部がともに
、前記エーロフォイル（３６）の前記高さの約５５％と約６５％との間で生じる、請求項
１８記載のターボ機械（１０）。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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　本明細書で開示する主題はターボ機械に関し、より詳細には、ターボ機械のタービンの
最終段エーロフォイルに関する。
【背景技術】
【０００２】
　ガスタービンエンジンなどのターボ機械は、圧縮機、燃焼器、タービン、およびディフ
ューザを含む場合がある。ガスは圧縮機で圧縮され、燃料と混合され、次いで燃焼器内に
供給され、ここでガス／燃料混合物が燃焼される。次いで、高温で高エネルギーの排出流
体はタービンに供給され、ここで流体のエネルギーは機械的エネルギーに変換される。タ
ービンの出口では、流体はディフューザに入り、ここで流体の速度は下がって、流体の圧
力が上がる。タービンの出口およびディフューザの入口での２次流れ、パージ流れ、およ
び／またはスワールはディフューザの性能に悪影響を及ぼす場合がある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】米国特許出願公開第２０１３／０１０４５６６号明細書
【発明の概要】
【０００４】
　本来、特許請求される主題の範囲に相応する特定の実施形態を以下に要約する。これら
の実施形態は、特許請求する主題の範囲を限定することを意図するものではなく、むしろ
、これらの実施形態は、特許請求する主題の可能な形態の簡潔な概要を提供することだけ
を意図する。実際、特許請求する主題は、下記に説明する実施形態と同様な、または異な
る様々な形態を含むことができる。
【０００５】
　第１の実施形態では、システムは、タービンに配置されるように構成されたタービンエ
ーロフォイルを含む。エーロフォイルは、負圧側と、圧力側と、負圧側に配置された第１
の隆起部、または圧力側に配置された第２の隆起部、またはそれらの両方とを含む。負圧
側は、タービンエーロフォイルの前縁とタービンエーロフォイルの後縁との間を軸方向に
、かつタービンエーロフォイルの長手方向軸を横切って延在し、さらに長手方向軸に沿っ
て半径方向にタービンエーロフォイルの高さを延在する。圧力側は、負圧側の反対側に配
置され、タービンエーロフォイルの前縁とタービンエーロフォイルの後縁との間を軸方向
に延在し、かつ半径方向にエーロフォイルの高さを延在する。第１の隆起部は、タービン
エーロフォイルの負圧側に配置され、負圧側の他の部分に対して半径方向および軸方向と
もに横切る第１の方向に隆起する。第２の隆起部は、タービンエーロフォイルの圧力側に
配置され、圧力側の他の部分に対して半径方向および軸方向ともに横切り、第１の方向と
反対の第２の方向に隆起する。
【０００６】
　第２の実施形態では、装置は、第１の環状壁と、第２の環状壁と、最終段とを含むター
ビンを含む。最終段は、タービンの回転軸の周りに第１の環状壁と第２の環状壁との間を
環状に配置された複数のエーロフォイルを含む。複数のエーロフォイルの各エーロフォイ
ルは、第１の環状壁と第２の環状壁との間を延在する高さと、前縁と、前縁の下流に配置
された後縁と、前縁と後縁との間を軸方向に延在し、エーロフォイルの高さを半径方向に
延在する負圧側と、負圧側の反対側に配置され、エーロフォイルの前縁とエーロフォイル
の後縁との間を軸方向に延在し、エーロフォイルの高さを半径方向に延在する圧力側と、
回転軸から延在するラジアル平面を横切る第１の方向に隆起した、エーロフォイルの負圧
側に配置された第１の隆起部、または回転軸から延在するラジアル平面を横切り、第１の
方向と反対の第２の方向に隆起した、エーロフォイルの圧力側に配置された第２の隆起部
、またはそれらの両方とを含む。
【０００７】
　第３の実施形態では、ターボ機械は、圧縮機、燃焼器、およびタービンを含む。タービ
ンは、回転軸の周りに配置された複数のエーロフォイルを含む。複数のエーロフォイルの
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各エーロフォイルは、負圧側と、圧力側と、負圧側に配置された第１の隆起部、または圧
力側に配置された第２の隆起部、またはそれらの両方とを含む。負圧側は、エーロフォイ
ルの前縁とエーロフォイルの後縁との間を軸方向に、かつエーロフォイルの長手方向軸を
横切って延在し、さらに長手方向軸に沿って半径方向にエーロフォイルの高さを延在する
。圧力側は、負圧側の反対側に配置され、エーロフォイルの前縁とエーロフォイルの後縁
との間を軸方向に延在し、かつ半径方向にエーロフォイルの高さを延在する。第１の隆起
部は、エーロフォイルの負圧側に配置され、負圧側の他の部分に対して半径方向および軸
方向ともに横切る第１の方向に隆起する。第２の隆起部は、エーロフォイルの圧力側に配
置され、圧力側の他の部分に対して半径方向および軸方向ともに横切り、第１の方向と反
対の第２の方向に隆起する。
【０００８】
　本開示のこれらのおよび他の特徴、態様、および利点は、図面全体を通して同様な符号
が同様な部品を示す添付の図面を参照して、以下の詳細な説明を読めば、よりよく理解で
きるであろう。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】本開示の態様によるターボ機械の一実施形態の図である。
【図２】本開示の態様による最終段エーロフォイルの実施形態の斜視図である。
【図３】本開示の態様による隣接する２つのエーロフォイルの上面図である。
【図４】本開示の態様によるスロートの分布のプロットである。
【図５】本開示の態様による軸方向翼弦長の分布のプロットである。
【図６】本開示の態様による最大厚さの分布のプロットである。
【図７】本開示の態様による軸方向翼弦長で割った最大厚さの分布のプロットである。
【図８】本開示の態様による最終段エーロフォイルの一実施形態の断面図である。
【図９】本開示の態様によるディフューザの入口における正規化された全圧（絶対圧）（
ＰＴＡ：ｔｏｔａｌ　ｐｒｅｓｓｕｒｅ，ａｂｓｏｌｕｔｅ）のプロファイルのプロット
である。
【図１０】本開示の態様によるディフューザの入口におけるスワールのプロファイルのプ
ロットである。
【図１１】本開示の態様によるターボ機械のディフューザの圧力回復係数（Ｃp）のプロ
ットである。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　本開示の１つまたは複数の特定の実施形態を以下で説明する。これらの実施形態を簡潔
に説明するため、実際の実施態様のすべての特徴を本明細書で説明するわけではない。い
かなるこうした実際の実施態様の開発に際しても、あらゆるエンジニアリングプロジェク
トまたは設計プロジェクトにおけるように、システム関連およびビジネス関連の制約を遵
守することなど、実施態様ごとに変わり得る開発者の特定の目標を達成するために、実施
態様特有の多くの決定を行われなければならないことを認識すべきである。さらに、この
ような開発の取り組みは、複雑であり時間を要する場合があるが、それにもかかわらず、
この開示の恩恵を受ける当業者にとっては、設計、製作、および製造の定常作業であるこ
とを認識すべきである。
【００１１】
　本主題の様々な実施形態の要素を導入するときに、冠詞「１つ（ａ）」、「１つ（ａｎ
）」、「その（ｔｈｅ）」、および「前記（ｓａｉｄ）」は、それらの要素のうちの１つ
または複数があることを意味することを意図する。用語「備える（ｃｏｍｐｒｉｓｉｎｇ
）」、「含む（ｉｎｃｌｕｄｉｎｇ）」、および「有する（ｈａｖｉｎｇ）」は、包括的
であることを意図し、列挙した要素以外に追加の要素があり得ることを意味する。
【００１２】
　ガスタービンエンジンでは燃焼の後、排出流体は燃焼器を出てタービンに入る。タービ
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ン出口流れのプロファイル（すなわち、全圧およびスワールの半径方向のプロファイル）
は、ディフューザ性能の指標とすることができる。タービンの最終段の翼根では反動度が
低いため、強い２次流れ（すなわち、主流方向に対して横切る流れ）および／またはパー
ジ流れが生じる場合があり、これらによってディフューザの入口で望ましくない全圧（絶
対圧）（ＰＴＡ）のプロファイルおよびスワールのプロファイルになる場合がある。さら
に、エーロフォイルの共振振動数を注意深く選ばなければ、エーロフォイルの共振振動数
が励振源と共振する場合があり、その結果、エーロフォイルに過度な応力がかかり、構造
的な損傷につながる場合がある。約６０％スパンにおいて増厚部を有する最終段エーロフ
ォイルの設計を用いて、望ましいタービン出口流れのプロファイルを生成し、２次流れを
制御すること、および振動数が励振源と共振することを避けることができる。
【００１３】
　次に図面を参照すると、図１はターボ機械１０（例えば、ガスタービンエンジン）の一
実施形態の図である。図１に示すターボ機械１０は、圧縮機１２、燃焼器１４、タービン
１６、およびディフューザ１７を含む。空気、または他の何らかのガスは、圧縮機１２で
圧縮され、燃料と混合され、燃焼器１４内に供給され、次いで燃焼される。排出流体はタ
ービン１６に供給され、ここで排出流体からのエネルギーは機械的エネルギーに変換され
る。タービン１６は、最終段２０を含む複数の段１８を含む。各段１８は、ロータおよび
ステータを含むことができ、ロータは回転シャフトに結合され、軸方向に整列したブレー
ド、バケット、またはエーロフォイルの環状列を有し、回転軸２６の周りに回転し、ステ
ータはノズルの環状列を有する。したがって、最終段２０は、最終段ノズル２２および最
終段エーロフォイル２４を含むことができる。説明を明瞭にするために、図１は、軸方向
２８、半径方向３２、および周方向３４を含む座標系を含む。さらに、ラジアル平面３０
が示されている。ラジアル平面３０は、１つの方向では軸方向２８に（回転軸２６に沿っ
て）延在し、さらに半径方向３２に外向きに延在する。
【００１４】
　図２は、最終段エーロフォイル３６の実施形態の斜視図（すなわち、概ね下流方向に見
た図）である。最終段２０のエーロフォイル３６は、第１の環状壁４０と第２の環状壁４
２との間を半径方向３２に延在する。エーロフォイル３６は、ハブ（例えば、第１の環状
壁４０）の周りを周方向３４に配置される。各エーロフォイル３６は翼型の形状を有して
、燃焼器１４からの排出流体がタービン１６を通って概ね軸方向２８下流に流れるときに
、排出流体と空気力学的に相互作用するように構成することができる。各エーロフォイル
３６は、前縁４４、前縁４４の軸方向２８下流に配置された後縁４６、圧力側４８、およ
び負圧側５０を有する。圧力側４８は、前縁４４と後縁４６との間を軸方向２８に延在し
、第１の環状壁４０と第２の環状壁４２との間を半径方向３２に延在する。負圧側５０は
、圧力側４８の反対側を、前縁４４と後縁４６との間を軸方向２８に延在し、第１の環状
壁４０と第２の環状壁４２との間を半径方向３２に延在する。最終段２０のエーロフォイ
ル３６は、１つのエーロフォイル３６の圧力側４８が、隣接するエーロフォイル３６の負
圧側５０に面するように構成される。排出流体がエーロフォイル３６間の通路３８に向か
って、かつそれを通って流れる際、排出流体はエーロフォイル３６と空気力学的に相互作
用し、その結果、排出流体は軸方向２８に対して角運動量をもって流れる。スパンの約６
０％において増厚部を有するエーロフォイル３６を備えた最終段エーロフォイル２４は、
励振源との共振を避けるように共振振動数を調整することによって、エーロフォイル３６
の構造的健全性を改善することに役立つことができる。ここで、スパンとは、第１の環状
壁４０と第２の環状壁４２との間の半径方向３２の距離である（例えば、エーロフォイル
の翼根では０％スパンとなり、エーロフォイルの翼端では１００％スパンとなる）。増厚
部５３は、負圧側５０の隆起部５２、圧力側４８の隆起部５４、またはそれら両方として
現すことができる。
【００１５】
　図３は、隣接する２つのエーロフォイル３６の上面図である。下のエーロフォイル３６
の負圧側５０が上のエーロフォイル３６の圧力側４８に面していることに留意されたい。
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軸方向翼弦長５６は、エーロフォイル３６の軸方向２８の寸法である。段１８の隣接する
２つのエーロフォイル３６間の通路３８は、隣接するエーロフォイル３６間の通路３８の
最も狭い場所で測られたスロートＤ0の分布を画定する。流体は、通路３８を通って軸方
向２８に流れる。第１の環状壁４０から第２の環状壁４２までのスパンにわたるこのスロ
ートＤ0の分布は、図４に関してより詳細に論じられる。軸方向翼弦長５６の分布は、図
５に関して論じられる。スパンの所与のパーセントにおける各エーロフォイル３６の最大
厚さはＴmaxとして示されている。エーロフォイル３６の高さにわたるＴmaxの分布は、図
６および７に関してより詳細に論じられる。
【００１６】
　図４は、最終段エーロフォイル２４の隣接するエーロフォイル３６によって画定された
スロートＤ0の分布のプロット５８であり、曲線６０として示されている。水平軸６２の
ｘは、第１の環状壁４０と第２の環状壁４２との間の半径方向３２のスパンのパーセント
を表している。すなわち、０％スパンは第１の環状壁４０を表し、１００％スパンは第２
の環状壁４２を表し、０％と１００％との間の任意の点は、環状壁４０と環状壁４２との
間のエーロフォイルの高さに沿った半径方向３２の距離のパーセントに相当する。垂直軸
６４のｙは、５０％スパンにおけるＤ0であるＤ0 Pitchで割ったスパンの所与のパーセン
トにおける隣接する２つのエーロフォイル３６間の最短の距離Ｄ0を表している。Ｄ0をＤ

0 Pitchで割ることにより、プロット５８は無次元となり、したがって、曲線６０は、異
なる用途に対してエーロフォイル段２４をスケールアップまたはスケールダウンしたとき
も同じままである。タービンの寸法がただ１つの場合には、垂直軸を単にＤ0としても同
様のプロットとなる。
【００１７】
　図４で分かるように、第１の環状壁４０すなわち点６６から半径方向３２に移動してい
くと、点６８すなわち約５５％スパン近くで曲線６０は水平になり始める。これは、エー
ロフォイルの増厚部５３を表している。点７０（例えば、ほぼ６５％スパン）の近くで、
スロートの分布は増加し始める。点７２（ほぼ７５％スパン）近くでは、エーロフォイル
の増厚部によるスロートの分布の平坦な箇所はほとんど完全に後退してしまう。点７４で
第２の環状壁４２となる。図４に示すスロートの分布は、２つの点でディフューザ性能を
改善することに役立つことができる。第１に、このスロートの分布は、望ましいタービン
１６出口流れのプロファイル（例えば、図９に示すＰＴＡのプロファイル、および図１０
に示すスワールのプロファイル）を生成することに役立つ。第２に、図４に示すスロート
の分布は、第１の環状壁４０（例えば、ハブ）近くの２次流れ（例えば、主流方向に対し
て横切る流れ）および／またはパージ流れを制御することに役立つことができる。
【００１８】
　図５は、ハブにおける（すなわち、０％スパンにおける）軸方向翼弦長５６で割ったス
パンの所与のパーセントにおける軸方向翼弦長５６の分布のプロット７６であり、曲線７
８として示されている。水平軸８０のｘは、第１の環状壁４０と第２の環状壁４２との間
の半径方向３２のスパンのパーセントを表している。垂直軸８２のｙは、ハブにおける軸
方向翼弦長で割った軸方向翼弦長を表す。軸方向翼弦長をハブにおける軸方向翼弦長で割
ることにより、プロット７６は無次元となり、したがって、曲線７８は、異なる用途に対
してエーロフォイル段２４をスケールアップまたはスケールダウンしたときも同じままで
ある。タービン１６の寸法がただ１つである場合には、垂直軸を単にスパンの所与のパー
セントにおける軸方向翼弦長５６としても同様のプロットとなる。
【００１９】
　図５で分かるように、第１の環状壁４０すなわち点８４から半径方向３２に移動してい
くと、点８６すなわち約５５％スパンのすぐ前で、翼弦長５６の分布は直線状のエーロフ
ォイルから拡がり始める。点８８（例えば、ほぼ６５％スパン）の近くで、翼弦長５６は
最大になり、それからよりきつい傾斜で後退し始める。点９０（ほぼ７５％スパン）近く
で、翼弦長５６はほとんど完全に後退してしまう。点９２で第２の環状壁４２となる。こ
れの代わりに、エーロフォイル３６の形状は、増厚部５３によって隔てられた２つの非直
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線状に漸減する部分として説明することができる。図５に示すように、第１の非直線状に
漸減する部分は、０％スパン（点８４）から約５５％スパン（点８６の直前）で生じる。
第１の非直線状に漸減する部分の端部は増厚部５３に移行する。次いで、翼弦長は、約６
５％スパン（点８８）から１００％スパン（点９２）で生じる第２の非直線状に漸減する
部分に移行する。図５に示す軸方向翼弦長の分布を有する最終段エーロフォイルの設計は
、励振源との共振を避けるようにエーロフォイルの共振振動数を調整することに役立つこ
とができる。例えば、直線状に設計したエーロフォイルでは４００Ｈｚの共振振動数であ
るが、６５％スパン近くに増厚部５３を有するエーロフォイル３６では共振振動数は４５
０Ｈｚにすることができる。励振源との共振を避けるようにエーロフォイルの共振振動数
を注意深く調整しなければ、運転することによって、エーロフォイル３６に過度な応力が
かかり、構造的な損傷が生じる可能性がある。したがって、図５に示す軸方向翼弦長の分
布を有するエーロフォイル３６の設計は、エーロフォイル３６の運転寿命を延ばすことが
できる。
【００２０】
　図６は、Ｔmax／５０％スパンにおけるＴmaxの分布のプロット９４であり、曲線９６と
して示されている。水平軸９８のｘは、第１の環状壁４０と第２の環状壁４２との間の半
径方向３２のスパンのパーセントを表している。垂直軸１００のｙは、５０％スパンにお
けるＴmaxで割ったスパンの所与のパーセントにおけるエーロフォイル３６の最大厚さＴm

axを表している。Ｔmaxを５０％スパンにおけるＴmaxで割ることにより、プロット９４は
無次元となり、したがって、曲線９６は、異なる用途に対してエーロフォイル段２４をス
ケールアップまたはスケールダウンしたときも同じままである。タービン１６の寸法がた
だ１つである場合には、垂直軸を単にＴmaxとしても同様のプロットとなる。
【００２１】
　図６で分かるように、第１の環状壁４０すなわち点１０２から半径方向３２に移動して
いくと、Ｔmax／５０％スパンにおけるＴmax pitchの値は着実に下がっている。点１０４
すなわち約５０％スパンの直前で、Ｔmaxは拡がり始める。点１０６（例えば、ほぼ６５
％スパン）の近くで、Ｔmaxは最大となり、それから後退し始める。点１０８（ほぼ８０
％スパン）近くで、Ｔmaxはほとんど完全に後退してしまう。点１１０で第２の環状壁４
２となる。図５に関して論じたように、エーロフォイル３６の形状は、これの代わりに、
増厚部５３によって隔てられた２つの非直線状に漸減する部分として説明することができ
る。図６では、第１の非直線状に漸減する部分は、０％スパン（点１０２）から約５５％
スパン（点１０４の直前）で生じる。第１の非直線状に漸減する部分の端部は増厚部５３
に移行する。次いで、増厚部は、約６５％スパン（点１０６）から１００％スパン（点１
１０）で生じる第２の非直線状に漸減する部分に移行する。図６に示すＴmaxの分布を有
する最終段エーロフォイルの設計は、励振源との共振を避けるようにエーロフォイルの共
振振動数を調整することに役立つことができる。したがって、図６に示すＴmaxの分布を
有するエーロフォイル３６の設計は、エーロフォイル３６の運転寿命を延ばすことができ
る。
【００２２】
　図７は、Ｔmax／軸方向翼弦長の分布のプロット１１２であり、曲線１１４として示さ
れている。水平軸１１６のｘは、第１の環状壁４０と第２の環状壁４２との間の半径方向
３２のスパンのパーセントを表している。垂直軸１１８のｙは、エーロフォイル３６の軸
方向２８の寸法である軸方向翼弦長５６で割ったスパンの所与のパーセントにおけるエー
ロフォイル３６の最大厚さ、Ｔmax／軸方向翼弦長を表している。Ｔmaxを軸方向翼弦長５
６で割ることにより、プロット１１２は無次元となり、したがって、曲線１１４は、異な
る用途に対してエーロフォイル段２４をスケールアップまたはスケールダウンしたときも
同じままである。
【００２３】
　図７で分かるように、第１の環状壁４０すなわち点１２０から半径方向３２に移動して
いくと、Ｔmax／軸方向翼弦長は着実に小さくなり、その後、点１２２、１２４、および
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１２６で表された増厚部５３が外向きに隆起する。Ｔmax／軸方向翼弦長は点１２４で隆
起が最大に達し、それから後退する。点１２８で、エーロフォイル３６は第２の環状壁４
２に合致する。図５および６に関して論じたように、エーロフォイル３６の形状は、これ
の代わりに、増厚部５３によって隔てられた２つの非直線状に漸減する部分として説明す
ることができる。図７では、第１の非直線状に漸減する部分は、０％スパン（点１２０）
から約５５％スパン（点１２２の直前）で生じる。第１の非直線状に漸減する部分の端部
は増厚部５３に移行する。次いで、増厚部は、約６５％スパン（点１２４）から１００％
スパン（点１２８）で生じる第２の非直線状に漸減する部分に移行する。図７に示すＴma

x／軸方向翼弦長の分布を有する最終段エーロフォイルの設計は、励振源との共振を避け
るようにエーロフォイルの共振振動数を調整することに役立つことができる。したがって
、図７に示すＴmax／軸方向翼弦長の分布を有するエーロフォイル３６の設計は、エーロ
フォイル３６の運転寿命を延ばすことができる。
【００２４】
　図４に関して論じたＤ0の分布のエーロフォイルを有する最終段は、２次流れを減らし
、望ましいＰＴＡおよびスワールのプロファイルを生成することに役立つ。２次流れを減
らし、望ましいＰＴＡおよびスワールのプロファイルを生成することによって、開示した
最終段エーロフォイルの設計は、ディフューザ性能を改善することができ、その結果、タ
ービン１６の出力を実質的に増大させることができる。図５～７にそれぞれ示すＴmaxお
よび軸方向翼弦長の分布を有する最終段エーロフォイルの設計は、励振源との共振を避け
るようにエーロフォイルの共振振動数を調整することに役立つことができる。励振源との
共振を避けるようにエーロフォイルの共振振動数を注意深く調整しなければ、運転するこ
とによって、エーロフォイル３６に過度な応力がかかり、構造的な損傷が生じる可能性が
ある。したがって、図５～７にそれぞれ示すＴmaxおよび軸方向翼弦長の分布を有するエ
ーロフォイル３６の設計は、エーロフォイル３６の運転寿命を延ばすことができる。
【００２５】
　図８は、高さ１２９を有し、かつ高さ１２９の約６０％のところで増厚部５３（負圧側
の隆起部５２、および圧力側の隆起部５４を含む）を有するエーロフォイル３６の側面断
面図である。増厚部５３は、図８では、負圧側隆起部５２および圧力側隆起部５４として
現れているが、増厚部を中央に配置することができ、あるいは負圧側５０または圧力側４
８にずらすことができ、その結果、エーロフォイル３６は負圧側５０に隆起部５２を有し
て圧力側４８には有しないこともできるし、または圧力側４８に隆起部５４を有して負圧
側５０に有しないこともできることを理解すべきである。あるいは、負圧側５０の隆起部
５２が圧力側４８の隆起部５４より大きくなるように、またはその逆になるように、増厚
部をわずかにずらすことができる。高さ１２９は、第１の環状壁４０と第２の環状壁４２
との間のスパンに相当することを理解すべきである。例えば、高さ１２９の６０％は、第
１の環状壁４０と第２の環状壁４２との間のスパンの６０％とほぼ同じであることを理解
すべきである。図８に示すように、１つの方向では回転軸２６から半径方向３２に、第２
の方向では軸方向２８に延在するラジアル平面３０を横切る方向に、圧力側隆起部５４は
圧力側４８から隆起し、負圧側隆起部５２は負圧側５０から隆起する。図８に示すエーロ
フォイル３６は中空であるが、これは単に説明を明瞭にするためであることを理解すべき
である。いくつかの実施形態では、エーロフォイル３６は中実とすることができる。
【００２６】
　図８で分かるように、増厚部５３は、エーロフォイル３６の高さ１２９のほぼ６０％（
すなわち、第１の環状壁４０から第２の環状壁４２までのスパンの６０％）の位置で隆起
することができる。すなわち、増厚部５３を有するエーロフォイル３６のプロファイルは
、高さ１２９の３０％から高さ１２９のほぼ５０％までの任意の点で直線状のエーロフォ
イル３６（すなわち、増厚部のないエーロフォイル３６）の仮想プロファイルから拡がり
始めることができる。例えば、増厚部５３は、高さ１２９のほぼ３０％、３５％、４０％
、４５％、または５０％において、あるいはそれらの間のいずれかの位置において、直線
状のエーロフォイルから隆起し始めることができる。増厚部５３は、高さ１２９のほぼ５
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０％と７０％との間でその最大値に達することができる。例えば、最大厚さ５３は、高さ
１２９のほぼ５０％、５５％、６０％、６５％、または７０％において、あるいはそれら
の間のいずれかの位置において生じることができる。最大厚さ５３に達すると、増厚部５
３を有するエーロフォイル３６のプロファイルは直線状のエーロフォイルのプロファイル
に収束し始める。隆起部５２、５４は、高さ１２９のほぼ６５％と９０％との間の点で終
えることができる（すなわち、増厚部５３を有するエーロフォイル３６のプロファイルは
直線状のエーロフォイルの仮想プロファイルに収束する）。すなわち、増厚部５２、５４
は、高さ１２９のほぼ６５％、７０％、７５％、８０％、８５％または９０％、あるいは
それらの間のいずれかの点で終えることができる。いくつかの実施形態では、隆起部５２
、５４は、前縁４４から後縁４６まで、圧力側４８および／または負圧側５０の全長に沿
って軸方向２８に延在することができる。他の実施形態では、隆起部５２、５４は、前縁
４４と後縁４６との間で、圧力側４８および／または負圧側５０の一部分に沿ってのみ延
在することができる。圧力側４８および／または負圧側５０に隆起部５２、５４を有する
エーロフォイル３６を備えた最終段エーロフォイル２４は、望ましい出口流れのプロファ
イルを生成し、２次流れを制御し、したがって、ディフューザの性能を改善する。さらに
、６０％スパンの近くに増厚部５３を有するエーロフォイル３６は、励振源との共振を避
けるようにエーロフォイルの共振振動数を調整することに役立つことができる。励振源と
の共振を避けるようにエーロフォイルの共振振動数を注意深く調整しなければ、運転する
ことによって、エーロフォイル３６に過度な応力がかかり、構造的な損傷が生じる可能性
がある。したがって、図８に示す増厚部を有するエーロフォイル３６の設計は、エーロフ
ォイル３６の運転寿命を延ばすことができる。
【００２７】
　図９は、ディフューザの入口における正規化された全圧（絶対圧）（ＰＴＡ）のプロフ
ァイルのプロット１３０を示す。図９に示す特定のプロット１３０は、増厚部を有するエ
ーロフォイル３６を備えた最終段エーロフォイル２４を使用するターボ機械１０の実施形
態からのものである。正規化されたＰＴＡのプロット１３０は単なる例であり、異なる実
施形態では異なるＰＴＡのプロファイルを有する場合があることを理解すべきである。図
９では、水平軸１３２は単位のない正規化された全圧（絶対圧）（ＰＴＡ）を示す。正規
化されたＰＴＡは、全スパンにわたる平均のＰＴＡで割ったスパンの所与のパーセントに
おけるＰＴＡとして定義される。垂直軸１３４はスパンのパーセントを示し、第１の環状
壁４０は０％スパンとなり、第２の環状壁４２は１００％スパンとなる。曲線１３８は、
直線状のエーロフォイル３６を備えた最終段エーロフォイル２４を使用する設計のＰＴＡ
のプロファイルを示す。曲線１４０は、図４～７に関して説明したものと同様な形状およ
び／または分布を有するエーロフォイル３６を備えた最終段エーロフォイル２４を使用す
るシステムの正規化されたＰＴＡのプロファイルを示す。一般に、第１の環状壁４０およ
び第２の環状壁４２の近くでのＰＴＡの急上昇は、ディフューザ１７の性能を改善する。
したがって、好ましいプロファイルは、０～３０％スパンで第１の環状壁（例えば、ハブ
）の近くで急上昇し、中央の５０％では比較的平坦で、８０～１００％スパンで第２の環
状壁（例えば、ケーシング）の近くで再び急上昇する。図９で分かるように、曲線１３８
には、第１の環状壁４０および第２の環状壁４２の近くには、正規化されたＰＴＡの比較
的急上昇している部分がなく、スパンの中央では、目標の曲線１３６よりも高いＰＴＡを
有している。曲線１４０は、第１の環状壁４０および第２の環状壁４２の近くに望ましい
急上昇部分を有しており、これは、図４～７に関して説明したものと同様の形状および／
または分布を有するエーロフォイル３６を備えた最終段エーロフォイル２４を使用しない
システムの曲線１３８とは異なる。さらに、正規化されたＰＴＡ曲線１４０は、中央の５
０％においては、増厚部を有するエーロフォイル３６を備えた最終段エーロフォイル２４
を使用しないシステムの曲線１３８よりもずっと平坦である。
【００２８】
　同様に、図１０はディフューザの入口におけるスワールのプロファイルのプロット１４
２を示す。図１０のプロット１４２は、図４～７に関して説明したものと同様な形状およ
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び／または分布を有するエーロフォイル３６を備えた最終段エーロフォイル２４を使用す
るターボ機械１０の実施形態からのものである。したがって、スワールのプロファイルの
プロット１４２は単なる例である。異なる実施形態は異なるスワールのプロファイルを有
する場合がある。図１０では、水平軸１４４は、度で表した、軸方向２８に対するスワー
ルの角度を示す。垂直軸１４６はスパンのパーセントを示し、第１の環状壁４０は０％ス
パンとなり、第２の環状壁４２は１００％スパンとなる。曲線１５０は、直線状のエーロ
フォイル３６を備えた最終段エーロフォイル２４を使用する設計のスワールのプロファイ
ルを示す。曲線１５２は、図４～７に関して説明したものと同様な形状および／または分
布を有するエーロフォイル３６を備えた最終段エーロフォイル２４を使用するシステムの
スワールのプロファイルを示す。一般に、第１の環状壁４０近くで（例えば、ほぼ８％ス
パン位置１６２で）スワールが小さく、スパンの中央（例えば、２０％スパンから８０％
スパン）で傾きが直線状のとき、ディフューザの性能が改善される。図１０に示すように
、曲線１５２は、第１の環状壁４０の近くで（例えば、ほぼ８％スパン位置１６２で）ス
ワール角度が小さく、スパンの中央で傾きが直線状である。曲線１５２は、開示した方法
を使用しないシステムの曲線１５０よりも望ましい特性を多く有する。
【００２９】
　図１１は、６０％スパンの近くで増厚部を有するエーロフォイル３６を備えた最終段エ
ーロフォイル２４を有するターボ機械１０のディフューザの改善された圧力回復係数（Ｃ

p）を示すプロット１５４である。垂直軸１５６は、０から１までのＣp値を示す。ディフ
ューザによって回復される圧力の比率であるＣpは、ディフューザ性能を評価する１つの
方法である。Ｃpは０と１との間で変化する。Ｃp値が０であることは、ディフューザを通
る流体の圧力をディフューザが全く回復しないことを意味する。Ｃp値が１であることは
、ディフューザを通る流体の圧力をディフューザがすべて回復することを意味する。一般
に、Ｃpが高いほど望ましい。棒１５８で示すように、開示した形状を有するエーロフォ
イル３６を備えた最終段エーロフォイル２４を使用しない１つの設計では、Ｃp値はほぼ
０．５である。これに代わって、棒１６０で示すように、開示した形状を有するエーロフ
ォイル３６を備えた最終段エーロフォイル２４を有するターボ機械１０の一実施形態では
、Ｃp値は約０．８２である。図９および１０と同様、図１１に示したＣpのプロット１５
４は単なる例である。開示した方法を使用する他の実施形態では、異なるＣp値となる場
合がある。
【００３０】
　開示した実施形態の技術的効果には、いくつかの異なる方法でディフューザの性能を改
善することを含む。第１に、エーロフォイル３６の設計は、望ましいタービン１６の出口
流れのプロファイル（例えば、図９に示すＰＴＡのプロファイル、および図１０に示すス
ワールのプロファイル）を生成することに役立つ。具体的には、第１の環状壁の近く（例
えば、ほぼ８％スパン位置１６２）でＰＴＡが急上昇しスワール角度が小さいとき、ディ
フューザの圧力回復が改善される。第２に、図４に示すスロートの分布を有するエーロフ
ォイル３６の設計は、ハブ（例えば、第１の環状壁４０）近くの２次流れ（すなわち、主
流方向に対して横切る流れ）および／またはパージ流れを制御することに役立つことがで
きる。第３に、６０％スパンの近くで増厚部５３を有するエーロフォイル３６は、励振源
との共振を避けるようにエーロフォイルの共振振動数を調整することに役立つことができ
る。励振源との共振を避けるようにエーロフォイルの共振振動数を注意深く調整しなけれ
ば、運転することによって、エーロフォイル３６に過度な応力がかかり、構造的な損傷が
生じる可能性がある。したがって、増厚部を有するエーロフォイル３６の設計は、エーロ
フォイル３６の運転寿命を延ばすことができる。
【００３１】
　本明細書では、最良の態様を含む例を用いて本主題を開示し、また、任意の装置または
システムの作製および使用、ならびに任意の組み入れられた方法の実施を含め、当業者が
本主題を実施できるように本発明を開示している。本主題の特許性を有する範囲は、特許
請求の範囲によって規定され、当業者が想到する他の例を含むことができる。このような
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他の例は、特許請求の範囲の文言と相違ない構成要素を有する場合、または特許請求の範
囲の文言と実質的に相違ない等価の構成要素を含む場合、特許請求の範囲内であることを
意図されている。
【符号の説明】
【００３２】
　１０　ターボ機械
　１２　圧縮機
　１４　燃焼器
　１６　タービン
　１７　ディフューザ
　１８　段
　２０　最終段
　２２　最終段ノズル
　２４　最終段バケット
　２６　回転軸
　２８　軸方向
　３０　ラジアル平面
　３２　半径方向
　３４　周方向
　３６　エーロフォイル
　３８　通路
　４０　第１の環状壁
　４２　第２の環状壁
　４４　前縁
　４６　後縁
　４８　圧力側
　５０　負圧側
　５２　負圧側隆起部
　５３　増厚部
　５４　圧力側隆起部
　５６　軸方向翼弦長
　５８　プロット
　６０　曲線
　６２　Ｘ軸
　６４　Ｙ軸
　６６　点
　６８　点
　７０　点
　７２　点
　７４　点
　７６　プロット
　７８　曲線
　８０　Ｘ軸
　８２　Ｙ軸
　８４　点
　８６　点
　８８　点
　９０　点
　９２　点
　９４　プロット
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　９６　曲線
　９８　Ｘ軸
　１００　Ｙ軸
　１０２　点
　１０４　点
　１０６　点
　１０８　点
　１１０　点
　１１２　プロット
　１１４　曲線
　１１６　Ｘ軸
　１１８　Ｙ軸
　１２０　点
　１２２　点
　１２４　点
　１２６　点
　１２８　点
　１２９　高さ
　１３０　プロット
　１３２　Ｘ軸
　１３４　Ｙ軸
　１３６　目標
　１３８　旧設計
　１４０　隆起バケット
　１４２　プロット
　１４４　Ｘ軸
　１４６　Ｙ軸
　１５０　旧設計
　１５２　隆起バケット
　１５４　プロット
　１５６　Ｙ軸
　１５８　旧設計
　１６０　隆起バケット
　Ｄ0　スロート
　Ｔmax　最大厚さ
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